
特定非営利活動法人ちくしっ子ネットワーク 

第 10期（平成 27年度）第 2回理事会議事録 

 

１. 日 時：平成２７年８月２２日（土）１９：１５～ ２０:３０ 

２. 場 所：原田小学童保育所 新館 

３. 出席者理事 20名   

欠席者理事       4名（水田 美奈子理事、杉岡 恵美理事、梅崎 ひとみ理事、占野 桃子理事） 

                うち議決権行使書提出者 3名 

その他出席者      監事 3名、学童会長 12名、主任指導員 13名 

          

議事 
１. 基本理念唱和 

２. 理事長挨拶 

３. 審議事項 

① 給与規程の改訂について(主任者手当の増額・延長保育勤務手当の付与) 

② 学童保育事業運営規程の制定について 

 

４. 協議事項 

① 特定非営利活動法人ちくしっ子ネットワーク学童保育事業 学童保育利用に係るガイドラインの
制定について 

５. 各学童より 

６. その他報告事項 

 

１．基本理念唱和 

開会に先立ち、理事一同による基本理念の唱和が行われた。 

２．理事長挨拶 

(髙木理事長)より 

「今回の会議を合同で開催することには２つの目的がある。1つ目は、第 10期を担う私たち 24

名の理事と、運営責任者である保護者会長のみなさま、現場責任者として職員の統括にあたる主

任の先生方が「筑紫野市の学童保育事業と法人の課題」について共通認識を持つことが出来るこ

と、二つ目はそれぞれの学童が抱える「運営上の問題」例えば、延長保育料の問題、滞納者への

対応、保護者会への不参加者への対応などを出し合うことにより、他学童での取り組みなどを参

考に諸問題を解決することができるようになることである。 

 今後、私たちが、運営資金 2億円規模の「ＮＰＯ法人ちくしっ子ネットワーク」を経営・運営

していくことになる。筑紫野市が企業への指定管理制度を取らずに保護者主体の当法人に業務委

託しているのはなぜか。脈々と受け継がれた筑紫野市の学童保育の歴史背景に基づく、私たち保

護者（利用者）の声が活かされる学童保育事業と平成 24 年度から取り組まれた組織の安定化を重

要視しているからである。法人職員（指導員の先生や事務局職員）は雇用関係にありながら「共

に私たちの子どもを見守り育てながら育ちあう『同志』であり、法人の財産である」ことを保護

者の皆様にも伝えて頂きたい。「理念がある」ことは理解されているようだが、これからは理念を



理解して「保護者会活動に協力する、滞納しない」などの具体的な成果につながることを期待す

る。 

また、理事の皆さんは学童代表であり、法人事業に対する決定権と責任を負っている。学童指

導員の声、保護者からの声、保護者会の意向を背負って理事会に臨まれる。理事会では各学童か

らの様々な意見が出され、その意見をもとに執行部が提案して理事会で審議することになる。よ

って、理事会と保護者会の「課題と状況の共有」が必要である。特に、今回の理事会審議事項は

前期からの継続審議事項であり、十分に各学童での協議・引継ぎがなされていることと思うが、

再度、保護者会長の皆様に十分な説明が必要と判断し、合同会議での理事会審議を決定している。 

理事は「理事の職責」について、前任者からの引継ぎや執行部互選の際などに何度も確認して

いる。ここで、保護者会長のみなさまにお願いしたいのは次の２点である。①保護者全員が自分

たちの子どもは職員と共に自分たちで育てよう、そのためには保護者会への協力や滞納ゼロによ

る「経営・運営の安定」を図ることが必要であることを理解すること ②理事は「学童」の代表

であるが、「法人全体の運営」が重要な職責であり、選出したのは各学童保護者自身であることを

周知し法人決定への理解をもとめる必要があること この２点を「原点」として一丸となって法

人経営に取り組んでいくことをお願いしたい。」旨の挨拶がなされた。 

《議長指名》 

議事に先立ち、定款第３８条の規定により理事長が平山専務理事を議長指名し、平山専務理事が受諾し
た。 

《定数確認》 

理事２４名中、出席理事２１名で定足数を満たしており、定款第３９条の規定により有効に成立する、また
本日は第１０期第２回代表者会議・臨時理事会としており、各学童会長および主任に出席があることを確
認する旨の報告がなされた。 

３．審議事項 

 （議長）より審議事項 1番について執行部に提案理由の説明が求められた。 

（金森理事長）より 

「本件は前期からの継続審議事項であり、平成２６年１０月の指導員対象の法人研修、１１月の

主任者会議を経て平成２７年２月理事会での提案、継続審議となり、各学童指導員および保護者会

からの意見を受けての３月代表者会議協議を経て、６月に再提案、本日、審議の運びとなっている。

改正の理由等について新旧対照表を参考に説明する。 

 第２条第１項７号 延長保育勤務手当を「新設」提案する。これは、平成２７年４月から１９時

までの延長保育を実施しており、指導員会との協議の中で「時間外勤務手当」で対応してほしいと

いう声があった。しかし、「時間外勤務手当」は性質上「通常勤務で対応できない場合に時間外労

働勤務命令によって従事する」ものであり、１９時までの開所は「通常業務の範囲内」であること

から支給できない。職員の勤務労働条件の整備が出来ない状況とは、学童規模の違いにより、延長

保育勤務従事回数に差異がでること、つまり小規模学童では２名が確実に毎日延長保育勤務となり、

大規模学童では１０名程度でローテーションが出来る、という状況になる。職員の勤務時間を一斉

に１９時までとすれば、大多数の職員が辞職せざるを得なくなる状況も考えられたため、勤務労働

条件については今期の重点課題とした。しかし、その「差異」を解消する手立て、指導員会からの

「時間外勤務手当」に代わる措置として「平成２７年度に限り延長保育勤務手当」を付与するもの

である。第１１条第１項３号は延長保育勤務手当を１回につき１００円と明示提案するものである。 

 次に、第９条第２項 主任者手当を月額３０００円から５０００円に引き上げることを提案させ

て頂く。主任者制度の確立、具体的には学童規模や主任の裁量による主任業務の偏りや昇格基準、



これらが不明確な状況にあり重点課題として今期中の確立を図る中で、指導員会意見および前期か

ら十分に協議頂いた各学童保護者会意見等をふまえて増額提案させて頂くものである。 

 なお、原案骨子に変更の無い程度の字句等の修正については弁護士との最終確認等を踏まえ、理

事長に一任とさせていただく。」旨の説明がなされた。 

 （議長）より、質問や意見が求められたが特になく、審議事項①特定非営利活動法人ちくしっ子ネット

ワーク職員給与規程改定（案）については、議決権行使書による賛成を含む賛成 23 名で承認さ

れ、審議事項①は終了した。 

（議長）より審議事項 2番について執行部に提案理由の説明が求められた。 

（金森副理事長）より 

「本件については、『放課後児童クラブ運営指針』に基づき、特定非営利活動法人ちくしっ子ネ

ットワーク放課後児童クラブ運営規程を制定するものである。本件も前期から継続審議しており、

指針に基づき平成２７年４月１日に遡って摘要する。先の定例理事会で示した「検討資料」に支

援課および顧問弁護士と協議の上、付加した点を説明する。第１４条「児童クラブを利用する児

童の保護者の留意事項」に『第３項 法人規程等を遵守し、所属する児童クラブ保護者会の活動

に対して協力すること』を付加している。これは、法人運営を脅かす未納者への厳正な対応と保

護者会への協力を規定することで、「放課後児童クラブ運営指針」にある「利用者の公平性の担

保」に努めることを目的としている。次に、第 18条（相談窓口の設置）について「児童又はそ

の保護者からの苦情に迅速に対応するために専務理事を相談窓口とする。」とし、相談窓口が「専

務理事」であることを明記した。専務理事が不在の場合は、理事および執行部を補佐する機関と

して事務局を設置しているので、具体的には事務局に連絡頂きたい。なお、原案骨子に変更の無

い程度の字句等の修正については弁護士との最終確認等を踏まえ、理事長に一任とさせていただ

く。」旨の説明がなされた。 

（議長）より、質問や意見が求められたが特になく、審議事項②特定非営利活動法人ちくしっ子ネット

ワーク放課後児童クラブ運営規程（案）については、議決権行使書による賛成を含む賛成 23 名

で承認され、審議事項②は終了した。 

４．協議事項 

（議長）より協議事項 1番について執行部に提案理由の説明が求められた。 

（金森副理事長）より 

「『放課後児童クラブ運営指針』で利用者に周知すべきとする『学童保育利用に関する留意点』

については、現在『しおり』として保護者に配布されているが、現行の法人規程等では『定款

細則・運営規程・会費及び保育料規程・会計マニュアル・保護者会規約』と多岐にわたってお

り、その効力や優先法規の順位が不明確である。また、入退所裁量は『保護者会』とされてい

るが、法人指針として示されておらず、運営責任者の会長職務の負担となっている状況が過去

の代表者会議でも指摘されている。平成27年度の重点課題である『組織規程等の整備』にあた

り、代表者会議において規程整備のための方向性を示す指針（ガイドライン）を制定する必要

があると判断したため、協議決定をして頂きたい。 

  今後、ガイドラインに沿って、理事会審議を経て規程整備を行い、11月の利用者あて「しお

り」やリーフレットについては新規程に準じた内容で配布予定である。 

 ガイドライン（案）については事前に配布させていただいているが、概要について次のよう

に説明する。 

 １．目的では、保護者運営であることを明言。 



 ２．基本的事項として、法人組織概要と機能について定める。 

 ３．対象児童および入所要件について、おおむね各学童保護者会規約では規定されている 

      のに、法人規程では明言されていない事項であり、何に基づき保護者会規約が規定さ 

      れているか不明確な現状である。よって、改めて法人指針として代表者会議で制定す 

      ることで保護者会規約制定の明確な根拠とする。 

 ４．退所 指導員人件費等、年度途中での利用者減による経営不安を防ぐために原則とし 

     て中途退所を認めない、としている。ただし、放課後児童クラブの設置趣旨としては、 

    「 保護者の就労等で監護されない児童の居場所」であることから、離職等により監護可 

   能となった場合は退所もやむを得ないことになる。この場合は「保護者会の決定により 

     認められた場合」となる。 

 ５．延長保育利用について、現在は１回でもお迎え遅れが発生した場合は、ひと月分の延 

      長保育料金１５００円を支払って頂いている。これは、昨年１２月に延長保育料審議 

      の際に１回５００円という案もあったが、預り金の管理や指導員負担、収納手続の煩 

      雑さ等を検討した結果、月額１５００円の設定となった次第である。その経緯を知ら 

      ず、指導員に文句を言う、または、延長保育料支払いに応じない保護者もあり、明確 

      な基準を示す必要がある。また、２項については「不可抗力」を証明できる案件のみ 

      例外とする。よって、交通渋滞や学童駐車場の空き待ち等により１８時を超えた場合 

      は規定の料金を支払っていただく対象となる。対応策としては、お迎えをお願いでき 

      る親類や友人を確保しておく、保護者会役員等を経験して保護者同士のつながりを深 

      めておく、などが考えられる。延長保育利用手続きを指導員が説明する際に「ガイド 

      ラインで制定されています」という一言が根拠となる。 

 ６．待機児童対応について、現段階では基本的に「受け入れ」ており待機児童は発生して 

      いないが、安心・安全な保育を実施する為に必要な場合が発生した場合の優先順位を 

      明示する必要がある。 

 ７．原則として、各学童選出の理事を通じて執行部に伝えるのが組織であるが、実際には 

      支援員が執行部である専務理事に相談して判断を仰ぐ場合が多いのが現状である。従 

      って、原則を踏まえたうえで、報告・連絡・相談の徹底を図ることを義務付けている。 

   以上、ガイドラインの項目ごとに設定の趣旨を説明した。なお、原案骨子に変更の無い程

度の字句等の修正については弁護士との最終確認等を踏まえ、理事長に一任とさせていただ

く。」旨の説明がなされた。 

 （髙木理事長）より 

「本会議は、代表者会議との合同であるため、各学童会長や主任指導員のみなさんからも質

問していただきたい。 

 ガイドラインが制定されたら、まずは目的と基本的事項を周知するために保護者全員に配布

する予定である。また、本年度の重点課題のひとつである『規程の整備』を行うための柱を決

めるのがガイドラインである。柱を決めた後に規程を整備していく作業に入る。 

 対象児童および入所要件については、ＮＰＯ法人は入会を拒むことができないため、法人規

約に謳うことができない。制定されれば、学童保育事業の指針として示したガイドラインに基

づいて保護者会規程を作成している、と明言できる。 

 ４については、4月1日現在の指導員配置で年度末の3月31日まで続けるため、原則は認めな

いとしている。しかし、親が監護できるようになれば中途退所を認めざるを得ないため、保護

者会の決定によりとしている。保護者会の決定とは、保護者会役員は保護者の代表であること

から、保護者会役員会の決定をもって保護者会の決定とみなすことができる。学童によって、

保護者会総会で決定とするか保護者会役員会で決定するかは決めていただきたい。 



 待機児童の対応について、現在はまだ発生していないが今後、指導員の目が行き届かない等

の状況でやむを得ず待機してもらう場合の条件を示している。」旨の補足説明がなされた。 

 （仲佐監事）より「待機児童を発生させる判断は、どこで行うのか。」旨の質問がなされた。 

  （髙木理事長）より 

「筑紫野市子育て支援課とは福祉事業である観点から、発生しそうな場合は、まず相談窓口

である専務理事に報告してもらい支援課と協議することになっている。しかし、保護者会か

ら、待機児童を発生させなければ児童の安全安心が保てないという結論が出た場合、最終的

な決定は入退所に関することであるため、ガイドラインすなわち法人の方針に基づいた保護

者会の決定となる。判断が難しいところであるため、前期理事会にて保育園の書式と同じ就

労証明書に書式を変更した。現状は、在籍児童の全員が毎日登所するわけではないため、何

とかやっていけるのではないかと思われるが、後に必要性も考えられるために定めた。」旨の

回答がなされた。 

 （原田学童 富尾主任指導員）より 

「原田学童にとって待機児童は切実な問題で、現在３館で保育を行っているが、季節児童が

登所する時期は学校施設を借りている。待機児童の判断をする場合に、利用定員の考え方が

確定していないため、保護者会で判断するのは難しいのではないかと思われる。学童施設だ

けで考えるのか、入所制限をしながら学校施設を借りる方向なのか、また、運営規程の利用

定員にもただし書きがあるように利用定員があいまいである。」旨の意見がなされた。 

（髙木理事長）より 

「利用定員について、支援課との協議において『すでにやむを得ない事由に該当する』と共

通認識をもっている。判断のラインはここで今すぐには決められない。しかし、かつて二日

市東学童が立派な施設が建つ前に入所制限をした事例がある。保護者会と指導員の話合いで

本当に入所制限が必要となった場合は、支援課に申し伝える。現状は、保護者と指導員の判

断により、支援課から教育委員会に働きかけていただいて、学校施設を借りている学童と、

指導員の人数が不足している中で分館するよりもこのままで頑張ろうという学童とがある。

学校施設を借りられる状況にあるのであれば、学校施設を借りる方を優先させて待機児童を

発生させない方向で支援課との協議を行う。 

 支援課との次年度入所予定数等の協議の段階でどうするかを決めて、それを判断材料の１

つにしていければと思っている。 

 支援課からは待機児童の項目は省いてくれと言われたが、現状を考えると省けない。あっ

てはならない不測の事態に備えての制定である。滞納者に対する伏線でもある。」旨の説明が

なされた。 

(議長）より、他に質問や意見が求められたが特になく、協議事項①特定非営利活動法人ちくし

っ子ネットワーク学童保育事業 学童保育利用に係るガイドラインの制定については賛成多

数で承認され、協議事項①は終了した。 

－議長退任－ 

５．各学童より 

(泥川副理事長)より、各学童からの意見を議題とするが、事前には出ていない。報告、連絡、相

談事項等ないか求められたが特になかった。 

６．連絡および報告事項 



（泥川副理事長）より 

「延長保育料設定についての経過説明については、先ほどガイドライン制定の趣旨説明で金

森副理事長が申しあげたとおり、検討段階では１回５００円の検討もしたが、延長保育実施に

係る経費やニーズなど実績がなく１回あたりの妥当な金額を算出できない事、支援課との度重

なる協議による月額設定であることから、平成２７年度は月額のみの設定となっている。１回

あたりの金額設定も必要というニーズがあることも理解できるが、執行部としては延長保育利

用者の年間実績データを収集してからの検討事項であると考えている。よって、平成２８年度

においても、月額１５００円の設定で対応したいと考えている。 

   平成２７年度の法人重点課題に関する進捗状況報告及び今後の理事会予定等について。 

 重点課題①「法人理念に基づく学童保育事業運営の明確化」、および⑤「組織規程等の整備

について」は、本日、代表者会議において「ガイドライン」を制定した。ガイドラインに示

した基準をもとに、法人規程等の精査を行い、１０月理事会で関係規程整備、１１月のリー

フレット作成に間に合わせたいと考えている。重点課題②「職員の労働条件・労働環境の整

備」および③「主任者制度の確立」については、平山専務理事の現場指導と指導員会との協

議検討により１０月理事会を目途に方向性を決定したいと考えている。 

 重点課題④「行政や他団体との連携・コミュニケーションの強化」については、各学童の

地域行事参加はもとより、法人として筑紫野市議団の視察訪問を受け、併せて、法人運営と

課題についての説明を行った。今後も積極的に他団体とのコミュニケーションを図っていく。 

備品費１０万円の付与について。各学童保護者会の活動計画及び予算決定後に、法人予算

として各学童に１０万円ずつを付与することが決定した。公設民営の筑紫野市において「備

品費」は本来「行政」が負担すべき性質のものだ。しかしながら、行政の設備投資費は限ら

れており、学童施設整備については要望して数年後にやっと改修されるという状況である。

私たちの子どもが安全で快適な環境で過ごせるように、法人として大切に使いたいと考える。

各学童備品費１０万円については、各学童で必要備品を検討し、相見積等の価格検討を十分

に行った上で発注、その請求書を事務局に送付し業者には法人が直接支払うという手続きを

とる。手続きの詳細は次の主任者会議で説明する。」旨の報告があった。 

次回の理事会は１０月１７日（土）、二日市東学童で行う予定である旨が告げられ、散会

した。 

 
２０時３０分終了 

 


